










（ 続紙 １ ）                             




























































（続紙 ２ ）                            
（論文審査の結果の要旨） 
財産の価格変化による損益（含み損益）に対する課税は、実現主義の下で、その
財産が売買されるなど何らかの事象を契機として行われる。日本の所得税法は、こ
の契機を財産の譲渡に求めている。譲渡がない限り課税を行わないことは、包括的
所得概念に基づく課税への強い制約となるが、にもかかわらず、譲渡の意味内容は
解釈に委ねられてきた。本論文は、譲渡が課税の契機として不完全であることを、
取引の具体的分析を通じて示し、譲渡に代わる課税の契機を追究した点で、斬新で
意欲的であると評価できる。 
本論文の主要部分では、wash sale、株式貸借、ボックス取引の3種の取引に対す
る米国所得課税のあり方が取り上げられている。いずれも、譲渡(disposition)の
有無による整合的理解ができない困難な領域であり、課税の契機の本質を、これら
の取引への課税から探求しようとした点は、野心的である。 
また、本論文は、これら3種の取引について、現行の課税方法がとられるに至った
過程、制定法や規則の趣旨内容、および、課税庁と裁判例による法令の解釈適用を
正確に説明し、関連する論文を数多く引用して丹念な分析と考察を重ねている点
で、日本の租税法の学術的発展に資する資料的価値を有するものである。さらに、
日本のレポ取引に関して現行とは異なる構成に基づく課税の可能性が示されている
ことや、Macomber判決など米国で実現を論じた重要な諸判決について、従来とは異
なる観点からの解釈を示していることなど、丹念な文献調査に基づく独創性に富ん
だ考察が随所で行われている点で、筆者の着眼点の非凡さが窺われる。 
このように、本論文はこれまで学界で取り上げられてこなかった問題点に光を当
てて論じるもので、日本の祖税法の発展に大きく寄与するものであるが、不十分な
点がないわけではない。第一に、筆者の問題意識の根底に見える所得概念の理解、
とりわけ実現主義の位置づけと、本論文で取り上げられた取引との関連について
は、もう一歩踏み込んだ検討が望まれる。第二に、本論文が行おうとした課税の契
機の再定義が、税制全体や経済社会にどのような影響を与えるかを論じることが望
まれる。しかし、これらの点はいずれも今後の研究の進展によって解消可能であ
り、本論文の価値を損なうものではない。 
以上の理由により、本論文は博士（法学）の学位を授与するに相応しいものであ
り、かつ、学界の発展に資するところが大きく、特に優れた研究であると認められ
る。 
また、平成30年1月23日に調査委員3名が論文内容とそれに関連した試問を行った
結果合格と認めた。 
  
なお、本論文は、京都大学学位規程第14条第2項に該当するものと判断し、公表に
際しては、当該論文の全文に代えてその内容を要約したものとすることを認める。 
 
